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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 16,742 △30.4 689 △55.1 632 △55.2 351 △61.1

21年3月期第2四半期 24,059 ― 1,534 ― 1,409 ― 901 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 10.71 ―

21年3月期第2四半期 27.50 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 32,357 6,414 18.5 182.37
21年3月期 31,687 5,475 17.0 164.64

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  5,979百万円 21年3月期  5,397百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― ― ― 5.00 5.00
22年3月期 ― ―

22年3月期 
（予想）

― 5.00 5.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 35,500 △24.3 1,800 △52.8 1,600 △54.8 1,000 △56.5 30.50
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績の見通し等に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

新規 1社 （社名 HDホールディングス株式会社 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 32,800,000株 21年3月期  32,800,000株

② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  13,446株 21年3月期  12,746株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 32,786,682株 21年3月期第2四半期 32,789,131株

- 2 -



古河電池㈱（6937）平成22年３月期 第２四半期決算短信 
 

 - 3 -

【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業の在庫調整の一巡や生産の底打ちなど一部に回復の

兆しが見られたものの、依然として続く昨秋からの世界的な景気後退の影響に加え急激な円高進行による企業業

績の悪化や雇用情勢の低迷、個人消費の減退など先行きは不安な状況が続いております。 

このような状況の中で、当グループの売上高は前年同四半期比7,316百万円（30.4％）減の16,742百万円となり

ました。このうち海外売上高は3,183百万円となり、売上高に占める割合は19.0％となりました。 

損益面については、子会社の利益向上や修繕費等の経費圧縮に努めた結果、営業利益は689百万円、経常利益は

632百万円となりました。 

また、特別利益12百万円、特別損失として16百万円を計上し、税金費用を考慮した結果、第２四半期純利益は

351百万円となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（蓄電池・電源） 

鉛蓄電池の売上高は前年同四半期比7,015百万円（33.5％）減の13,911百万円となりました。特に、自動車用

鉛蓄電池は、新車組付用電池が自動車メーカーの減産の影響を受けて大幅に減少し、また、海外売上高も大幅に

売上減少となりました。 

アルカリ蓄電池の売上高は前年同四半期比196百万円（13.6％）減の1,243百万円となりました。これは主に開

放型電池の売上が減少したことによるものであります。 

電源機器の売上高は前年同四半期比259百万円（17.7％）減の1,207百万円となりました。これは充電機器の売

上が減少したことによるものであります。 

（その他） 

その他の売上高は、前年同四半期比186百万円（82.8％）増の412百万円となりました。 

なお、当グループにおいては、得意先の需要が下期に偏重するという事業の性質上、生産、販売等において季

節的変動が生じております。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（日本） 

売上高は13,906百万円、営業利益は395百万円となりました。 

（アジア） 

売上高は2,918百万円、営業利益は303百万円となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」という）に比べて669百万円増加し32,357百万

円となりました。流動資産は、前期末比2,690百万円減少し14,493百万円、固定資産は、前期末比3,360百万円増

加の17,863百万円となりました。 

流動資産減少の主な要因は、売掛債権の減少によるものであります。 

固定資産のうち、有形固定資産は前期末比3,560百万円増加の14,099百万円となりました。この増加の主な要
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因は、持分法適用関連会社を連結子会社化したことによるものです。 

投資その他の資産は、前期末比199百万円減少し3,556百万円となりました。 

当第２四半期末の負債の合計は、前期末比268百万円減少の25,942百万円となりました。流動負債は、前期末

比3,490百万円減少の13,697百万円、固定負債は、前期末比3,222百万円増加の12,244百万円となっております。

有利子負債（短期借入金、長期借入金および社債の合計額）は、前期末比180百万円減少の10,467百万円となり

ました。 

当第２四半期末の自己資本は、前期末比581百万円増加して、5,979百万円となりました。 

なお、自己資本比率は、前期末の17.0％から18.5％となりました。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

業績予想につきましては、平成21年５月８日に公表いたしました連結業績予想から変更しておりません。 

 

４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

当グループにおいて不動産事業による安定的な収益確保の目的で、平成21年４月に当社の持分法適用関連会

社であるＨＤホールディングス株式会社の株式を追加取得し、連結子会社としました。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

・四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

該当事項はありません。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,068 2,829

受取手形及び売掛金 7,666 9,792

商品及び製品 1,499 1,403

仕掛品 1,879 2,019

原材料及び貯蔵品 471 469

繰延税金資産 199 296

その他 753 423

貸倒引当金 △44 △50

流動資産合計 14,493 17,184

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,699 3,162

機械装置及び運搬具（純額） 3,716 3,790

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 434 479

土地 5,862 2,878

リース資産（純額） 101 65

建設仮勘定 284 163

有形固定資産合計 14,099 10,539

無形固定資産   

のれん 102 117

リース資産 58 44

その他 45 45

無形固定資産合計 207 207

投資その他の資産   

投資有価証券 1,462 1,594

繰延税金資産 1,920 1,990

その他 299 244

貸倒引当金 △126 △74

投資その他の資産合計 3,556 3,755

固定資産合計 17,863 14,503

資産合計 32,357 31,687
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,048 6,606

短期借入金 4,792 5,772

1年内償還予定の社債 680 1,240

リース債務 44 29

未払法人税等 239 1,270

未払消費税等 66 344

賞与引当金 469 460

その他 1,357 1,464

流動負債合計 13,697 17,188

固定負債   

社債 4,020 2,460

長期借入金 975 1,175

リース債務 124 87

繰延税金負債 1,066 0

退職給付引当金 5,028 5,173

役員退職慰労引当金 84 88

環境対策引当金 18 18

負ののれん 485 －

その他 442 20

固定負債合計 12,244 9,022

負債合計 25,942 26,211

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,640 1,640

資本剰余金 422 422

利益剰余金 3,567 3,379

自己株式 △5 △4

株主資本合計 5,623 5,437

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 339 216

繰延ヘッジ損益 140 △55

為替換算調整勘定 △124 △200

評価・換算差額等合計 355 △39

少数株主持分 435 78

純資産合計 6,414 5,475

負債純資産合計 32,357 31,687
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 24,059 16,742

売上原価 18,413 12,420

売上総利益 5,645 4,321

販売費及び一般管理費 4,111 3,632

営業利益 1,534 689

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 11 29

負ののれん償却額 － 32

持分法による投資利益 21 －

その他 68 33

営業外収益合計 102 96

営業外費用   

支払利息 191 111

社債発行費 － 31

為替差損 24 1

その他 10 9

営業外費用合計 227 153

経常利益 1,409 632

特別利益   

投資有価証券売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 12 12

特別利益合計 12 12

特別損失   

固定資産処分損 11 14

投資有価証券評価損 － 1

投資有価証券売却損 － 0

特別損失合計 11 16

税金等調整前四半期純利益 1,410 628

法人税等 492 255

少数株主利益 16 21

四半期純利益 901 351
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(3) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 




